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Ⅱ 令和６年度市町村等地方公営企業決算の概要 

 

 【地方公営企業決算の全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

818億 4百万円で、前年度と比べ 50億 70百万円（6.6％）増加しています。 

 

 
 

 

      

       

          

                              

                        
      

                        
      

                    

     

     
          

     

     

                  
      

      

（百万円） 

（注）本資料中の図表は、表示未満単位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。 

（注）本資料内の各図表におけるその他の内訳は、法適用企業：工業用水道事業、法非適用企業：電気事業、

市場事業、と畜場事業、宅地造成事業です。 

【図１ 決算規模の推移】 

特色 

○ 公営企業の決算規模は、818 億 4 百万円で、前年度と比べ 50 億 70 百万円増加していま

す。 

○ 経営状況は、96事業のうち黒字事業が 82 事業、赤字事業が 14事業となっています。 

○ 他会計繰入金は 165 億 6 百万円で、前年度に比べ 7 億 36 百万円、4.3％の減となってい

ます。 

○ 公営企業の借金に当たる企業債現在高は 2,473 億 51 百万円で、前年度に比べ 46 億 2 百

万円、1.8％の減となっています。 

１ 決算規模 

（年度） 

その他 

簡易水道 

下水道 

病院 

上水道 
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96事業のうち、黒字事業が 82事業、赤字事業が 14事業となっています。  

全体の収支は 20 億 43 百万円の黒字で、前年度と比べ 7 億 91 百万円（27.9%）減少しています。 

 

 

   165億 6百万円で、前年度と比べ 7億 36百万円（4.3％）減少しています。 

     

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,473億 51百万円で、前年度と比べ 46億 2百万円（1.8％)減少しています。 

  

 

 

  

   

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

その他 

簡易水道 

下水道 

病院 

上水道 

（年度） 

その他 

簡易水道 

下水道 

上水道 

病院 

（百万円） 

（年度） 

（百万円） 

２ 経営状況 

３ 他会計繰入金 

【図２ 他会計繰入金の推移】 

４ 企業債現在高 

【図３ 企業債現在高の推移】 
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250億 11百万円で、前年度と比べ 36億 51百万円（17.1％)増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和６年度末現在 1,905人で、前年度と比べ 17人（0.9％）増加しています。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（百万円） 

（人） 

（年度） 

（年度） 

５ 建設投資額 

【図４ 建設投資額の推移】 

６ 職員数 

【図５ 職員数の推移】 
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総費用 

585 億 26 百万円 

 

＋287 億円 

総費用 

557 億 71 百万円 

【法適用企業の概要】 

 

  総収益が総費用を上回り、総収支は黒字となっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  一部事業の公営企業会計適用により対象となる事業数が増えたことに伴い、資産の総額は増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

58億 50百万円で、前年度と比べ 3億 57百万円（6.5％）増加しています。 

      上水道事業の欠損金は減少しましたが、病院事業、簡易水道事業及び下水道事業の当年度欠損

金が増加し、全体額も増加しています。 

 

           

繰延収益控除前：2事業(前年度±0)、繰延収益控除後：1事業(前年度±0)です。 

    平成 29年以降増減はありません。 

※詳細は別紙のとおりです。 

総収益 

580 億 36 百万円 

資本 

約 1,758 億円 

 

【令和５年度】 

総収益 

606 億 24 百万円 

 

資産 

約 5,920 億円 

負債 

約 4,162 億円 
資産 

約 6,207 億円 

資本 

約 1,852 億円 

負債 

約 4,355 億円 

【令和６年度】 

【令和５年度末】 【令和６年度末】 

１ 損益計算書 

２ 貸借対照表 

３ 累積欠損金 

４ 資本不足 
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【別紙】 

【地方公営企業全体の概要】 

１ 決算規模 

 

 

 

  

 

 

下水道

34,683百万円

42.4%

上水道

25,381百万円

31.0%

病院

16,619百万円

20.3%

簡易水道

2,519百万円

3.1%

その他

2,603百万円

3.2%

決算規模

81,804百万円
（100.0％）

 決算規模は 818億 4百万円で、前年度に比べ 50億 70百万円、6.6％増加している。 
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２ 全体の経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

96事業のうち黒字は 82事業で全体の 85.4%を占めている。 

公営企業全体の総収支は 20 億 43 百万円の黒字で、前年度に比べ 7 億 91 百万円、

27.9％減少している。 

事業別に全体の総収支をみると、上水道事業、下水道事業は黒字で推移した一方、法

適用企業の簡易水道事業が赤字に転じ、病院事業は引き続き赤字となった。 

各市町村別の状況は別表のとおり。 
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別表：収支の状況（市町村別の状況） 

 

（単位：千円） 



- 8 - 

３ 他会計繰入金 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

区分

年度

事業名 (A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I)

389 270 ▲ 119 937 881 ▲ 56 1,326 1,151 ▲ 175

2,971 3,097 126 1,085 835 ▲ 250 4,056 3,931 ▲ 124

592 640 48 271 252 ▲ 19 864 892 29

7,767 7,922 155 2,889 2,322 ▲ 567 10,656 10,244 ▲ 412

105 25 ▲ 80 235 262 27 340 286 ▲ 53

11,824 11,954 130 5,418 4,552 ▲ 866 17,242 16,506 ▲ 736

　(注)１ 収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。

　     ２ 資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。

     　３ 項目ごとに端数処理をしているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

収益的収入への繰入金 資本的収入への繰入金 合　　計

R5 R6

地方公営企業への他会計繰入金の状況

合 計

簡 易 水 道

そ の 他

病 院

下 水 道

上 水 道

増減額
(B)-(A)

R5
増減額
(H)-(G)

R6
増減額
(E)-(D)

R5 R6

 他会計繰入金は 165 億 6百万円で、前年度に比べ 7億 36百万円、4.3％減少してい

る。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業、上水道事業、簡易水道事

業となっている。 

各市町村別の状況は別表のとおり。 

他会計繰入金の推移 

（年度） 

（百万円） 

その他 

病院 

簡易水道

その他 

上水道 

下水道 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

R2 R3 R4 R5 R6

10,545 10,190 10,920 10,656 10,244 

3,246 3,528 

4,447 
4,056 

3,931 

1,048 1,229 

1,464 
1,326 

1,151 
640 670 

748 

864 

892 

500 324 

235 

340 
286 

15,980 15,941 
17,813 17,242 16,506 
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（単位：百万円，％） 
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下水道

     百万円

     

上水道

     百万円

     

病院

   百万円

    

簡易水道

     百万円

    

その他

   百万円

    

企業    

      百万円

        

４ 企業  
ア 企業     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公営企業の企業    の推移 
                                     （単位：百万円、％） 

  

地方公営企業の企業    の状況 

 企業    は 158億 1百万円で、前年度に比べ 20億円、14.5％増加している。 

事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで上水道事業、簡易水道事業となって

いる。 
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イ 企業 現在高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業 現在高は 2,473億 51百万円で、前年度に比べ 46億 2百万円、1.8％の減少と

なっており、簡易水道事業及びその他の一部事業を除いては減少傾向となっている。 

 事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで上水道事業、病院事業、簡易水道事

業となっている。 

各市町村別の状況は別表のとおり。 

 

企業 事業別現在高の推移 

（年度） 

（百万円） 

下水道 

上水道 

病院 

簡易水道 

その他 
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 （単位：百万円，％） 



 - 13 - 

５ 料金収入 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公営企業の料金収入の状況 

 

 

 

 
 

 

 

 

料金収入は 397億 19百万円となっており、前年度に比べ 10億 65百万円、2.8％増加

している。 

事業別にみると、上水道事業、病院事業、下水道事業及びその他事業が増加し、簡易

水道事業のみ減少している。 
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下水道

      百万円

     

上水道

     百万円

     

病院

   百万円

    

簡易水道

     百万円

    

その他

     百万円

    

     

      百万円

        

６       
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

      は 250億 11百万円で、前年度に比べ 36億 51百万円、17.1％増加してい

る。 

事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで上水道事業、簡易水道事業、病院事

業となっている。 

地方公営企業の     の状況 
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上水道

20事業

20 8 

簡易水道

13事業

13 5 

その他

12事業

12 5 

下水道

41事業

42 7 

病院

10事業

10 4 

事業 
  事業

（      ％）

（参考１） 事業  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 事業 は令和６年度末現在 96事業で、前年度から１事業減少している。 

 事業別の事業 は、下水道事業が最も多く、次いで上水道事業、簡易水道事業及び病

院事業となっている。 

地方公営企業の事業 の状況 
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病院

1 218 

63 9 

上水道

409 

21 5 

下水道

238 

12 5 

簡易水道

23 

1 2 

その他

17 

0 9 

   

      

        

（参考２）     

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

    は 1,905 で、前年度に比べ 17 増加している。 

 事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで上水道事業、下水道事業となっている。 

地方公営企業の   の状況 
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【法適用企業の概要】 
１ 損益計算書、貸借対照表 

 

○損益計算書 

 ・ 総収益が総費用を上回り、総収支は黒字となっている。 

 ・ 営業収益、営業外収益、特別利益ともに増加したものの、営業費用の増加に伴い、

黒字 は減少している。 

 

○貸借対照表 

・ 令和 6 年度に一部事業の公営企業会計適用により対象となる事業 が増えたことに

伴い、 産の総 が増加した。 

・ 事業 の増に加え、他会計からの出 等により、 本金は増加している。 

 

 

 

損益計算書 

 
 

 

          〈令和５年度〉                          〈令和６年度〉 

  総費用 557億 71百万円  総収益 580億 36百万円          総費用 585億 26百万円  総収益 606億 24百万円 

                                          （27億 55百万円）     （25億 88百万円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

（注）（ ）は、前年度実績からの増減 。 

 費用   収益   

営業費用 
514 億 61 百万円 

営業外費用 
36 億 32 百万円 

営業収益 
408 億 98 百万円 

特別損失 
6 億 78 百万円 

営業費用 
549 億 10 百万円 

（34 億 49 百万円） 

営業外費用 
34 億 88 百万円 

(▲1 億 44 百万円) 

特別損失 
1 億 29 百万円（▲5 億 49 百万円） 

営業収益 
422 億 43 百万円 

（13 億 46 百万円） 

営業外収益 
182 億 76 百万円 

（12 億 12 百万円） 

特別利益 
1 億 5 百万円 
（31 百万円） 

特別利益 
74 百万円 

営業外収益 
170 億 64 百万円 
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286 億 48 百万円 

 

貸借対照表 

 
 

 

 〈令和５年度末〉5,920億 39百万円             〈令和６年度末〉6,206億 87百万円 

                                      （286億 48百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）は、前年度実績からの増減 。 

 

 

   産   負     本    

固定負債 
2,253 億 18 百万円 

固定資産 
5,476 億 11 百万円 

・減価償却累計額（内数） 

4,005 億 95 百万円 

流動資産 
444 億 28 百万円 

繰延収益 
1,617 億 94 百万円 

資本金 
1,642 億 86 百万円 

資本剰余金 
51 億 41 百万円 

利益剰余金 
64 億円 

流動負債 
291 億 1 百万円 

固定負債 
2,291 億 33 百万円 
(38 億 14 百万円) 

固定資産 
5,748 億 98 百万円 
（272 億 87 百万） 

・減価償却累計額（内数） 
4,210 億 3 百万円 
（204 億 8 百万円） 

流動資産 
457 億 89 百万円 
(13 億 61 百万円) 

繰延収益 
1,770 億 8 百万円 
(152 億 14 百万円) 

資本金 
1,731 億 55 百万円 
(88 億 70 百万円) 

資本剰余金 
50 億 59 百万円 
(▲82 百万円) 

利益剰余金 
69 億 71 百万円 
(5 億 71 百万円) 

流動負債 
293 億 60 百万円 
(2 億 60 百万円) 
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２  本不足事業 
 

  本不足の状態となっているのは２事業（繰延収益を負 から控除した状態では１事業） 

 ※令和５年度も同様。 
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３ 累積欠損金 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

   

   

 

 

 

  

  

 
 

 

 

 

 

累積欠損金の推移（法適用企業） 

（百万円） 

（年度） 

 累積欠損金の は 58億 50百万円で、前年度に比べ 3億 57百万円、6.5％増加して

いる。 

 事業別にみると、金 ベースで病院事業が全体の約 9 割を占めており、また、病院

事業、簡易水道事業、下水道事業は、前年度を上回っている。 

下水道 

簡易水道 

上水道 

病院 
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経常収益

経常費用
経常収支比率（％）＝ ×100

累積欠損金

事業規模
累積欠損金比率（％）＝ ×100

費用合計（長期前受金戻入を除く）

年間総有収水量
給水原価（円）＝

企業債残高対給水収益比率（％）
企業債現在高

給水収益
＝ ×100

流動資産

流動負債
流動比率（％）＝ ×100

有形固定資産減価償却率（％）
有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却資産の帳簿原価
×100＝

            
      

      
      

   

   

   

   

    

    

    

    

    

          

    
    

            

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

          

      
      

      
      

      

      
      

     

      
      

   

   

    

    

    

    

    

    

    

    

    

          

 金 収率（％）給水原価（円）

            
      

            

  

    

    

    

    

          

                  
            

  

    

    

    

    

    

    

          

                         

  

   

   

   

   

    

          

【主要事業別経営費指標の推移】 

水道事業（含簡水） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

経常収支比率は、原水及び浄水費などの営業費用の増加により、昨年度に比べ下落した。 

累積欠損金比率は、昨年度と概ね同水準ではあるが、年々上昇している。 

給水原価は、費用合計の増加により、昨年度に比べ増加した。 

流動比率は、100％以上の水準で推移しているため、財務状態は良好である。 

企業債残高対給水収益比率は、給水収益の増加により下落した。 

有形固定資産減価償却率は、経年による有形固定資産減価償却累計額の増加に伴い上昇傾向に

ある。 

 

 

供給単価

給水原価
×100 金 収率（％）＝
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費用合計（長期前受金戻入を除く）

年間総有収水量
給水原価（円）＝

企業債残高対給水収益比率（％）

流動資産

流動負債
流動比率（％）＝ ×100

企業債現在高

給水収益
＝ ×100

供給単価

給水原価
×100 金 収率（％）＝

 

      

      

      

      

      

   

    

    

    

    

    

    

          

                    
  

   

   

   

   

    

          

     

     

     

     

     

            

      
      

      

    

     

     

     

     

      

      

      

      

      

      

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

          

給水原価（円）
 金 収率（％）

      

              

      

       

  

     

     

     

     

          

     

     
     

     
     

  

    

    

          

                         

  

   

   

   

   

    

          

工業用水道事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

経常収支比率は、給水収益の減少及び営業費用の増加により、昨年度に比べ下落した。 

累積欠損金比率は、累積欠損金が生じていないためゼロとなっている。 

給水原価は、費用合計の増加により、昨年度に比べ上昇した。 

流動比率は、流動負債の減少により、昨年度に比べ上昇した。 

企業債残高対給水収益比率は、企業債の着実な償還により、下落傾向にある。 

有形固定資産減価償却率は、減価償却累計額の増加に伴い上昇した。 

 

 

 

 

有形固定資産減価償却率（％）

経常収益

経常費用
経常収支比率（％）＝ ×100

累積欠損金

事業規模
累積欠損金比率（％）＝ ×100

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却資産の帳簿原価
×100＝
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流動資産

流動負債
流動比率（％）＝ ×100

有形固定資産減価償却率（％）

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却資産の帳簿原価
×100＝

医業収益

医業費用
医業収支比率（％）＝ ×100

企業債現在高

 金収入
＝ ×100

企業債残高対 金収益比率（％）

     
     

      

     

     

   

   

   

   

    

    

    

    

    

          

          

               

  

   

   

   

   

    

          

     
               

     

   

   

   

   

   

   

    

          

            
            

      

  

    

    

    

    

          

            
               

  

    

    

    

    

          

                         

  

   

   

   

   

    

          

病院事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

経常収支比率は、経常費用の増加により、昨年度に比べ下落した。 

 累積欠損金比率は、累積欠損金の増加により、昨年度に比べ上昇した。 

 医業収支比率は、医業費用が増加したため、昨年度に比べ下落した。 

 流動比率は、流動資産の減少により昨年度に比べ下落した。 

 企業債残高対料金収益比率は、企業債の償還により、下落傾向にある。 

 有形固定資産減価償却率は、経年による有形固定資産減価償却累計額の増加により、上昇傾向 

にある。 

  

 

 

 

経常収益

経常費用
経常収支比率（％）＝ ×100

累積欠損金

事業規模
累積欠損金比率（％）＝ ×100
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流動資産

流動負債
流動比率（％）＝ ×100

有形固定資産減価償却率（％）

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却資産の帳簿原価
×100＝

下水道使用 

汚水処理費用（公費負担分を除く）
経費 収率（％）＝ ×100

汚水処理費用（公費負担分を除く）

年間総有収水量
汚水処理原価（円）＝ ×1000

企業債残高対事業規模比率（％）

企業債現在高（一般会計等負担額を除く）

営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金
×100＝

      
                        

   

   

   

   

    

    

    

    

    

          

                    
  

   

   

   

   

    

          

                         

  

    

    

    

    

          

            
                  

  

    

    

    

     

     

          

                         

  

   

   

   

   

    

          

      

      
      

      

      

               

     
     

   

   

   

    

    

    

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

          

経費 収率（％）汚水処理原価（円）

下水道事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

経常収支比率は、営業収益の増加により、昨年度に比べ上昇した。 

 累積欠損金比率は、累積欠損金が生じていないためゼロとなっている。 

 汚水処理原価は、汚水処理費用の増加により、昨年度に比べ上昇した。 

 流動比率は、流動資産の増加により、昨年度に比べ上昇した。 

 企業債残高対事業規模比率は、企業債現在高の増加により上昇した。 

 有形固定資産減価償却率は、経年による有形固定資産減価償却累計額の増加により、上昇傾 

向にある。 

経常収益

経常費用
経常収支比率（％）＝ ×100

累積欠損金

事業規模
累積欠損金比率（％）＝ ×100
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【参考】 

用語解説 
 

○ 公営企業 

  公営企業とは、地方公共団体が設置し、経営する企業のことであり、上下水道や病院など地域住

民の日常生活に欠かすことのできないサービスを提供しています。サービスの対価としての料金収

入等によって独立採算制で運営することが原則であり、企業活動としての経済性を発揮し、常に能

率的かつ合理的な経営に努めなければならないとされています。 

 

○ 法適用企業 

公営企業のうち地方公営企業法が適用され、民間企業と同様に企業会計方式（複式簿記）により

会計処理を行っている企業を法適用企業といいます。 

地方公営企業法で、水道事業、工業用水道事業、電気事業、病院事業（財務規定のみ適用）に適

用することが義務づけられています。また、地方公営企業法で義務づけられていない事業でも任意

に地方公営企業法を適用することが可能であり、特に下水道事業、簡易水道事業は早急に公営企業

会計を適用する必要があるとされています。 

 

○ 法非適用企業 

公営企業のうち地方公営企業法が適用されず、一般会計等と同様の官庁会計方式により会計処理

を行う企業を法非適用企業といいます。 

 

○ 純損益 

法適用企業において、総収益から総費用を差し引いた額をいいます。 

なお、純損益の数値がプラスであれば「純利益」、マイナスであれば「純損失」と呼び、地方公営

企業決算では、それぞれを黒字、赤字と呼んでいます。 

※法適用企業のみの概念。法非適用企業については実質収支参照。 

 

○ 実質収支 

法非適用企業において、歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰越すべき財源を除いたもの

をいい、実質収支がプラスであれば黒字、マイナスであれば赤字と呼んでいます。 

 

○ 繰入金 

公営企業会計は独立採算制をとり、その会計で実施する事業の収入で事業に必要な経費が賄われ

ることが原則です。しかし、公営企業は一般行政事務や本来不採算となるような公共サービスを行

っている場合があり、そのような料金収入によって賄うべきでない経費については、一般会計等の

他会計において負担すべきとされています。その負担分として、公営企業会計が受け入れているも

のを繰入金といいます。 

 

○ 企業債 

公営企業が主として施設整備のために長期（１年以上）に借り入れた借金を企業債といいます。 

 

○ 建設投資額 

建物などの施設の建設や改良、機械の更新などに要する経費の額です。具体的には資本的収支の

建設改良費の額を指します。 

 

○ 累積欠損金 

法適用企業において、営業活動によって欠損を生じた場合、この欠損金を埋めるための処理とし

て、繰越利益剰余金、利益積立金、資本剰余金等で補てんする方法がありますが、それでもなお補

てんできなかったものの各事業年度の損失（赤字）額の累積されたものを、累積欠損金といいます。 

 

 


